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高契・公告第１６２号 

公 告 

 

建設工事公告における用語の定義、入札後審査型制限付き一般競争入札についての基本事項を定める件（平成２２年高契・公告第１号）の一部を次

の表のように改正します。この公告による改正後の建設工事公告における用語の定義、入札後審査型制限付き一般競争入札についての基本事項を定め

る件の規定は、令和２年１０月１日以後に入札手続を開始する建設工事について適用し、同日前に入札手続を開始した建設工事については、なお従前

の例によるものとします。 

 

 令和２年１０月１日 

 

高松市長 大 西 秀 人      

 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

 

高契・公告第１号 

公 告 

高松市が発注する建設工事（契約監理課経由分に限る。）の入札後

審査型制限付き一般競争入札（以下「入札」といいます。）に係る高

松市契約規則（昭和３９年高松市規則第３６号。高松市下水道事業の

会計事務の特例に関する規則（平成３０年高松市規則第３４号）第１

００条において読み替えて準用する場合を含み、以下「契約規則」と

いう。）第６条の規定による公告（以下「建設工事公告」といいま

す。）における用語の定義等及び入札手続その他の入札についての基

 

高契・公告第１号 

公 告 

高松市が発注する建設工事（契約監理課経由分に限る。）の入札後

審査型制限付き一般競争入札（以下「入札」といいます。）に係る高

松市契約規則（昭和３９年高松市規則第３６号。高松市下水道事業の

会計事務の特例に関する規則（平成３０年高松市規則第３４号）第１

００条において読み替えて準用する場合を含み、以下「契約規則」と

いう。）第６条の規定による公告（以下「建設工事公告」といいま

す。）における用語の定義等及び入札手続その他の入札についての基



2 

本事項を次のとおり定めたので、同条の規定により公告します。 

平成２２年４月１２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事項を次のとおり定めたので、同条の規定により公告します。 

平成２２年４月１２日 

改正 平成２２年８月１８日〔高契・公告第５１号〕（同年９

月６日以降公表分について適用） 

改正 平成２３年４月１日〔高契・公告第１０号〕（同日以降

公表分について適用） 

改正 平成２３年６月６日〔高契・公告第２０号〕（同日以降

公表分について適用） 

改正 平成２３年７月２９日〔高契・公告第４７号〕（同年８

月１日以降公表分について適用） 

改正 平成２４年３月２９日〔高契・公告第８号〕（同年４月

１日以降公表分について適用） 

改正 平成２４年５月２８日〔高契・公告第３８号〕（同年６

月１日（１２(１９)に係る部分は、同年９月１日）以降公

表分について適用） 

改正 平成２４年１２月１７日〔高契・公告第１０９号〕（同

日以降公表分について適用） 

改正 平成２５年５月２７日〔高契・公告第４７号〕（同年６

月１日以降公表分について適用） 

改正 平成２５年１０月１日〔高契・公告第９８号〕（同日以

降公表分について適用） 

改正 平成２５年１０月２８日〔高契・公告第１１２号〕（同

日以降公表分について適用） 

改正 平成２６年３月２４日〔高契・公告第８号〕（同年４月

１日以降公表分について適用） 
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改正 令和２年１０月１日〔高契・公告第１６２号〕（同日以

降公表分について適用） 

高松市長 大 西 秀 人 

 

１２ 入札に参加する者に必要な資格の項目においては、次に定める

ところによる。 

 (１)～(５) 略 

 (６) 「営業所の所在地要件」の細項目における用語の意義は、次

のとおりとする。 

改正 平成２６年６月３０日〔高契・公告第５９号〕（同日以

降公表分について適用） 

改正 平成２７年３月３０日〔高契・公告第１１号〕（同年４

月１日以降公表分について適用） 

改正 平成２８年６月３日〔高契・公告第３５号〕（同日以降

公表分について適用） 

改正 平成２９年４月１日〔高契・公告第３１号〕（同日以降

公表分について適用） 

   改正 平成３０年４月１日〔高契・公告第２４号〕（同日以降

公表分について適用） 

改正 平成３１年４月１日〔高契・公告第２７号〕（同日以降

公表分について適用） 

改正 令和２年４月１日〔高契・公告第２８号〕（同日以降公

表分について適用） 

改正 令和２年５月１日〔高契・公告第４５号〕（同日以降公

表分について適用） 

 

 

高松市長 大 西 秀 人 

 

１２ 入札に参加する者に必要な資格の項目においては、次に定める

ところによる。 

 (１)～(５) 略 

 (６) 「営業所の所在地要件」の細項目における用語の意義は、次

のとおりとする。 
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ア、イ 略 

  ウ 「市内営業所の常勤技術者数の条件有り」とは、当該業種に

係る市内の営業所（建設業法第３条第１項の営業所をいう。以

下この(６)において同じ。）に、次のいずれにも該当する発注

工種技術者（当該建設工事公告の工事の種類の項目において表

示された工事の種類に係る技術者（同法第２６条第１項に規定

する主任技術者、同条第２項に規定する監理技術者又は同条第

３項ただし書の政令で定める者（以下「監理技術者補佐」とい

う。）に限る。）をいう。１４(１)エにおいて同じ。）を有す

る者でなければならないことをいう。 

(７)～(２０) 略 

１４ 入札書等の提出の項目における用語の意義及び入札書等の提

出に関しては、次に定めるところによる。 

 (１) 入札書等の提出の項目及びこの１４における用語の意義は、

次のとおりとする。 

ア～エ 略 

  オ 「追加資料」とは、エ(ア)に掲げる確認資料に係るものに 

あっては、入札に参加することができる者の区分に応じ次のと

おりとする。 

   (ア) 略 

    a 略 

   b 配置予定技術者審査用書類（資格関係）（監理技術者につ

いては監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証、監理

技術者補佐については監理技術者補佐資格を有することを証

する書面、主任技術者については法令による免許を証する書

ア、イ 略 

  ウ 「市内営業所の常勤技術者数の条件有り」とは、当該業種に

係る市内の営業所（建設業法第３条第１項の営業所をいう。以

下この(６)において同じ。）に、次のいずれにも該当する発注

工種技術者（当該建設工事公告の工事の種類の項目において表

示された工事の種類に係る技術者（同法第２６条第１項に規定

する主任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者に限

る。）をいう。１４(１)エにおいて同じ。）を有する者でなけ

ればならないことをいう。 

 

 (７)～(２０) 略 

 １４ 入札書等の提出の項目における用語の意義及び入札書等の提

出に関しては、次に定めるところによる。 

 (１) 入札書等の提出の項目及びこの１４における用語の意義は、

次のとおりとする。 

ア～エ 略 

  オ 「追加資料」とは、エ(ア)に掲げる確認資料に係るものに 

あっては、入札に参加することができる者の区分に応じ次のと

おりとする。 

   (ア) 略 

    a 略 

    b 配置予定技術者審査用書類（資格関係）（監理技術者につ

いては監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証、主任

技術者については法令による免許を証する書類（合格証等

（建設業法第２７条第１項に規定する技術検定に係るものに
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類（合格証等（建設業法第２７条第１項に規定する技術検定

に係るものにあっては、当該技術検定の合格後６月を経過す

るまでの間は、当該合格通知書を含む。））又は実務経験証

明書をいい、当該配置予定技術者が建設業法第７条第２号又

は第１５条第２号に定める営業所の専任の技術者と重複する

場合に、請負代金額が３，５００万円（建築一式工事にあっ

ては、７，０００万円）以上となるときは、契約締結日まで

に当該工事に当該配置予定技術者を専任配置することができ

る旨を誓約する書面の添付を要する。） 

c～g 略 

 (イ)、(ウ) 略 

カ 「追加資料」とは、エ(イ)に掲げる確認資料に係るものにあ

っては、１２(６)ウ(ア)から(ウ)までの要件を満たすことを確

認することができる書類又は当該確認のために必要な同意書で

あって、当該建設工事公告において、次の区分により表示する

ものをいう（直近２年度における特別徴収通知書登載者の数が

指定技術者数以上である場合は、(ウ)に掲げる書類の提出は不

要である。また、特定ＪＶ（２者）又は特定ＪＶ（３者）につ

いては、代表者に加えて、他の構成員について提出を求める場

合がある。）。 

(ア) 発注工種雇用技術者審査用書類（資格関係）（監理技術

者については監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証、監理技術者補佐については監理技術者補佐資格を有する

ことを証する書面、主任技術者については法令による免許を

証する書類（合格証等）又は実務経験証明書をいう。） 

あっては、当該技術検定の合格後６月を経過するまでの間

は、当該合格通知書を含む。））又は実務経験証明書をい

い、当該配置予定技術者が建設業法第７条第２号又は第１５

条第２号に定める営業所の専任の技術者と重複する場合に、

請負代金額が３，５００万円（建築一式工事にあっては、

７，０００万円）以上となるときは、契約締結日までに当該

工事に当該配置予定技術者を専任配置することができる旨を

誓約する書面の添付を要する。） 

 

  c～g 略 

 (イ)、(ウ) 略 

  カ 「追加資料」とは、エ(イ)に掲げる確認資料に係るものにあ

っては、１２(６)ウ(ア)から(ウ)までの要件を満たすことを確

認することができる書類又は当該確認のために必要な同意書で

あって、当該建設工事公告において、次の区分により表示する

ものをいう（直近２年度における特別徴収通知書登載者の数が

指定技術者数以上である場合は、(ウ)に掲げる書類の提出は不

要である。また、特定ＪＶ（２者）又は特定ＪＶ（３者）につ

いては、代表者に加えて、他の構成員について提出を求める場

合がある。）。 

(ア) 発注工種雇用技術者審査用書類（資格関係）（監理技術

者については監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証、主任技術者については法令による免許を証する書類（合

格証等）又は実務経験証明書をいう。） 

 



6 

 (８) ４(２)に規定する総合評価Ⅰ型(施工計画(土木)採用)、４

(３)に規定する総合評価Ⅰ型(施工計画(建築)採用)、４(４)に規

定する総合評価Ⅰ型(施工計画(設備)採用)、４(５)に規定する総

合評価Ⅰ型(施工計画不採用)又は４(６)に規定する総合評価Ⅱ型

に該当する入札については、(５)アからウまでに掲げる書類のほ

か、次に掲げる書類（総合評価Ⅰ型(施工計画不採用)にあって

は、ア及びイに掲げる書類を、総合評価Ⅱ型にあっては、ア、イ

及びウに掲げる書類を除く。）を電子ファイルとして入札書に添

付して提出しなければならない。なお、特定建設工事共同企業体

での入札の場合は、代表者となる構成員（当該建設工事公告にお

いて評価対象とする構成員について別段の定めのあるときは、当

該構成員とする。）についてのみの提出とする。 

  ア～カ 略 

  キ 次の(ア)又は(イ)に掲げる事項に係る評価を受けようとする

場合において、当該契約における消費税及び地方消費税額を明

らかにする必要があるときにあっては、その税額を明らかにす

ることができる書類 

   (ア) 略 

   (イ)  過去５年度間及び今年度完成の同業種工事の主任技術

者、監理技術者（監理技術者補佐）又は現場代理人としての

施工実績 

 (８) ４(２)に規定する総合評価Ⅰ型(施工計画(土木)採用)、４

(３)に規定する総合評価Ⅰ型(施工計画(建築)採用)、４(４)に規

定する総合評価Ⅰ型(施工計画(設備)採用)、４(５)に規定する総

合評価Ⅰ型(施工計画不採用)又は４(６)に規定する総合評価Ⅱ型

に該当する入札については、(５)アからウまでに掲げる書類のほ

か、次に掲げる書類（総合評価Ⅰ型(施工計画不採用)にあって

は、ア及びイに掲げる書類を、総合評価Ⅱ型にあっては、ア、イ

及びウに掲げる書類を除く。）を電子ファイルとして入札書に添

付して提出しなければならない。なお、特定建設工事共同企業体

での入札の場合は、代表者となる構成員（当該建設工事公告にお

いて評価対象とする構成員について別段の定めのあるときは、当

該構成員とする。）についてのみの提出とする。 

  ア～カ 略 

  キ 次の(ア)又は(イ)に掲げる事項に係る評価を受けようとする

場合において、当該契約における消費税及び地方消費税額を明

らかにする必要があるときにあっては、その税額を明らかにす

ることができる書類 

   (ア) 略 

   (イ)  過去５年度間及び今年度完成の同業種工事の主任（監

理）技術者又は現場代理人としての施工実績 

  

 


